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第1控訴の趣旨に対する答弁

11控訴人らの被控訴入国に対する控訴をいずれも棄却する

2　控訴費用のうち，被控訴入国と控訴人らとの間．に生じた部分については控訴

人らの負担とする

との判決を求める。

なお，被控訴入国につき仮執行の宣言を付することは相当でないが，仮にこ

れを付する場合に軋

（1）担保を条件とする仮執行の免脱の主音

（2）その執行開始時期を判決が被控訴入国に送達された後・14日潅過した時と

すること

を求める。

第2　被控訴入国の主張

1　はじめに

被控訴入国の事実上の主張及び法律上あ主張は，原判決（手兵及び理由）記

．載のとおりであり，控訴人らの請求をいずれも棄却した原判決は正当■である。

腰東人らは，2009年1月27日付け控訴理由書及び同年2月17日付け

控訴理由補充書において，原判決には事実認定の不当，判断遺脱等があるなと

として論難するが．結局のところは，原判決を正解せず，従前・の主張を繰り返

すなどしているものにすぎない」

以下．控訴理由書及び控訴理由補充書に対し，被控訴入国に関するもののう

ち，必要な範由において反論する。

なお，略語等接，特に断りのない限り，従前の例による。

2　抽選に関する主張について

控訴人らは，被控訴人囲め公務員が一挺訴人蒔田直子及び同朴洪壷を落選さ

せるために．不必要かつ不正な抽選を行い，控訴人ら4名について，文化力T
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Mイン京都に参加して発言する機会等を奪ったことが違法であるなどと主張し

ているので（訴状5ページ参照）．以下，この点につき反論する。

’（1）権利（法益）侵奪は認められないこと

ア　控訴人らの主嶺

控訴人らは，原判決が控訴人らの主張する被侵害利益を「タウンミーテ

ィングに参加し意見を述べる権利」と理解したことは誤りだとした上で

（控訴理由書■3ページ）．控訴人らが主張する被侵害利益について，これ

を「本件TMに参加し，‥発言する機会J（同3ページ）ないし捷訴人らが

r本件TMに参加し．発言する機会を不当に奪われない法的利益」（同1

1ページ）やあるとし，あるいは，これを「公正な抽選を受ける利益」，

すなわち「「応募者が多数でなければ必ず参加できる利益」■及び「応募者

が多数の場合は一（公正な抽選が行われることを当然の前提として，）抽選

で当嶺すれば参加できる利益」」（同12ページ）であるなどと主張してお

り．「権利」とまで認められない上帝「利益」やあっても，被侵害利益と

なり得る旨主張するも、のと解される。′

また．控訴人らは．．上記のほかに，「憲法■13禽14条一19乳　2

1条で保障される権利・自由」を侵害されたとも主張するようである（控

訴理由書13ページ）。

・イ　披控訴入国の反論

（ア）控訴人らが主張する「本件TMに参加し，発音す．る機会」等は，国脾

法上保護された革益とはいえないこと

且　タウンミーティングほ，内閣の閣僚等が，内聞の葺要課題にづいて

広く国民から意見を開き．また，国民に直接帯りかけることにより」

内閣と国民との対話を促進するという政策目的から行われるものであ

り，参加者との直接の対語，双方向のコミュニケーションを準じてよ

り的確に国民のチーズを把握し，これを政策の企画立案や運営に反映
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させ，もって遺草な政策を行うという公益目的のために行われる事業

である。

したがって，国民がこれに参加し発言することは．そのような公益

目的のためにタウンミーティングが開催されたことに伴って生ずる事

実上の利益にとどまり．被控訴入国は，個々の国民に対し，タウンミ

ーテ・イングを酪催しなければならない法的義務や開催したタウンミー

ティングに出席させる法的義務を負うものでなく一　挺訴人らに，文化

力TMイン京都に直せ参加し，発言する権利が認められるものではな

い。このことは，原審における被告国答弁書18ページ以下等に述べ

たとおりであり．康判決も正当に判示するところである（原判決30．

31、ページ）。

も・この点．控訴人らは，上記アで述べたとおり．控訴人らが主張し七

いるのは「権利」で迂なく，本件TMに参加する機会及び発言する機

会の二つの「利益」であると主張する・ようであるが，公権力の行使に

伴って被控訴入国に国賠法上の賭償責任が認められるた鋸こは．その

・前堤として個々の国民の法的に保護された権利又は利益の侵害が必要

であるところ，控訴人らの主張する「利益」は国鹿法上保護されたも

のということはできない。

すなわち，タウンミ⊥テイングは，上述のとおり，内閣と国民との

対話を促進させ，かかる双方向のコミュニケーションを通じてより的

確に国民のニーズを把握し．政策の企画立案や運営に反映させること

により適正な政策を展開するという公益目的を実現する政策手旗であ

り．その開催に伴い抽選により参加する梯会が与えられること．ある

いは参加した上で意見を述べる梯会を与えられることは．そのような

政策手段が行われたことに伴って生じた事実上の利益にすぎない。

また，そもそも，国民のニーズを把握する手凰方法としてタウン
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ミーティングを開催するか，開催する場合に，いかなるテ⊥マ，内容

について▲いかなる方法で開催するかは，主催者である内閣の裁量に

属する事項であるところ，文化力TM’ィン京都についても，親子タウ

ンミニテイングと位置づけ，教育改革をテーマと設定した上で，参加

の要件としても，小学校5年生から高校生（高校生以外は保護者同

伴）に限定しているところである。そうすると，控訴人らについての

「本件TMに参加し，意見を華べる機会」という利益は．被控訴入国

及び相被控訴入京都市が，本件タウンミーティングを共催し，一度の

条件に陳定した参加者を公募したことにより，その公募の条件に合致

したことで一主庵者が想定する応募者の枠内に入ったという事実上の

利益にすぎない。

しかも，文化力TMイン京都において札　当初から抽選の可能性が

ある旨表示されていたのであるから．応募者全長に文化力TMイン京

都に参加した上会場において自己の意見等を表明する機会．が保障さ

れていたものではなく．結局のところ，「本件TMに参加し，意見を

述べる機会」というのは，抽連で当選すれば文化カナMイン京都に参

加し，意見を述べることができたかもしれないという不確実なもので

しかないのである。

これらのことを考慮すれば，控訴人らが主張する「本件TMに参加

し，意見を述べる機会■」は，被控訴入国等のタウンミーティング運営

上の裁量により初めて発生した不確実な事実上の利益にすぎないので

あり．したがって，国賠法上保護される「被侵害利益」．ということは

できず∴また，かかる事実上の利益を失ったことが，国脾法上の運港

性を基礎づける法益侵害であると評価することはできないというべき

である。このことは，上記のような．不確実な事声上の利益を．「公正

な抽選を受ける利益」（「応募者が多数でなければ必ず参加できる利
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益」及び「応募者が多数の場合は，（公正な抽選が行われることを当

節の前提として立抽選で当選すれば参加できる利益」）と言い換え牢

としても同様である。

C　なお．控訴人らは，原判決が「文化力TMイン京都は参加希望者全

員が参加できるものとして企画されたわけではなく，参加希望者の中

で参加できない者が生ずることは当然の前提であったのであるから・一

原告らの主張する期待感は蔭鱒保護に値しないといわざるを得な

い。」と判示したことに対し（原判決31ページ），「土の原判決を反対

解釈すると．・．・「‥応募者が多数でない場合には本件TM■に参加で

きるとの期鱒郁恵的鱒護に値する。」」などと主張する（控訴理由書

9ページ）．

しかしながら，原判決は，「そもそも，抽選により全員が参加でき

ない場合も想定されているような不確実な期待権はおよそ港的保護に

借しない」旨述べたものであり，「抽選が行われ．全員が参加できな

い場合でなければ，期待権は法的保護に値する」などと述べたもので

はない。

したがっ■て，控訴人らが「反対解釈」と称する主掛は．原判決の判

示を曲解するものであって，到底成り■立ち得ないものであるから，こ

のような立論を前提に，上記のような不確実な事実上の利益が絵的保

護に値するとの主張も失当である。

（イ）控訴人らが主張する憲法上の権利（法益）侵害は認められないこと

a　「タウンミーティングに参加して意見を述べる権利」あるいは「本

件TMに参加し，発言する機会」という利益が国賠法上保護される法

益といえないことは上述のとおりであるが，その他，控訴人らが主張

する思想及び良心の自由（憲法19粂），表現の自由（意法21粂）及

び幸福追東権（憲法13‘姦）についても，それが侵専されたものと認

＿6－
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めるこ▲とはできない。

すなわち∫タウンミーティングに直接参加できなかったとしても．

そのことにより控訴人らの思想及び良心の自由が害されることはあり

得ないし，上記のとおり，もともと控訴人らにタウンミーティングに

参加する疲会が保障されていた・わけでは寧いから，タウンミーティン

グに直接参加し，その場で発言できなかったことをもって，控訴人ら

の表現の自由や幸福追求権が侵奪されたものと解することもできない。

このことは，そもそも，タウンミーティングは，国民と政府との関

係において広報と広聴■の両機能を有しているものであり，そ町模様は

′内閣府のホームペ」ジにおいて動画配信され∴蔑手要旨も公表されて

おり．国民は，これらの情報を膳まえて各府省のホームづ－ジ上の

rご意見・ご感想」等の受付に意見表明をすることができるのであっ

て一　文化力TMイン京都に直接参加する機会を失ったこ‾とが直ちに政

府への意見奉蛎の機会を奪うことにならないことからも明らかである。

したがづて，原告らの主張する憲法13乳19粂及び21条で保

障された権利の侵害が問題となる余地はない。

■や　控訴人ら札タウンミーティングに参力ける機会を平等に与えられ

るべきであり，何ら合理的理由もなく．違粒かつ不必要なr抽選」に

ょって，タウンミーティングに参加する機会を違法・不当に奪われた

として．憲法14条に違反する旨主醸し（原審におけ畠原告第4準備

書面17・ページ等），鱒判決は目的の正当性のみで合憲判断を行った

として，これを論難している（控訴理由書7ページ）。

しかしながら，上述のとおり．そもそも，タウンミーティングに参

加して発言する機会という利益が国膳法上保護されるべきものと静め

られない以上．タウンミーティングの参加者の抽選において不適切な

取壊いがされたとしても，そのことをもって憲法14条に違反すると

一7－
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か．回賠法上，金銭をもって償うべき損害が控訴人ら′に生じたと解す

ることは到底できないというべきである（原審における被告国第4準

備書面16．17ページ）。

（2）被控訴入国の公務眉の行為に違法性は醒められないこと

ア　国賠法上の違法の意義

・国賠港上の違法性は／法益侵害があることを前提として，国又は公共団

体の公権力の行使に当たる公務員が個別の国民に対して負う職務上の革的

義務に違背したか否かによって判断するのが相当であり（破務行為基準

説），かかる考え方が確立した判例法理であることは，原審における被告

国答弁書13ページ以下等に述べたとおりである‘。

上記（1）で述べたとおり，本件においては何ら鞍益侵害が認められない

から．・達準性を認める余地はないが，以下，念のため，軽訴理由書及び控

訴理由補充芦における控訴人らの主張を踏まえ．必要な範囲で再度反論す

る。

イ　抽選の必要性

控訴人らは，文化力TMイン京都において抽選は必要なく二抽選を行っ

たこと自体が違法である旨主張しているが．TM壷の担当者（伊佐薮氏）

が抽選が必要であると判断したことは合理的であり，その点に職務上の注

意義務違反は認められないことは，原審における被告国第2準備書嵐　同

第4準備書面6ゲージ以下等に述べたとおりである。

ウ　抽選の方法

TM室の担当者らが，控訴人蒔田直子及び同朴洪壷を落選させる目的で

作為的な抽選を行ったこと，かかる行為が，国民の意見を広く聞くことが

求められるタ■ゥンミーティングの趣旨に照らし適切でなかったことは，被

控訴入園も認めるところではある．。

しかしながら，タウンミーティングの参加者の決定に際して無作為な抽

＿良一



2009年3月3用1弼1紺・　畑誤局泌部相調椚 NO．0095　P．10

選を行うことが適切なの吼飽くまで．国民のニーズを把振する手段，方

猿の一つであるタウンミーティングの性質から導かれるものにすぎない。

すなわち，政府が国民のニーズを把握する手段，方法には様々なものがあ

り，テーマに応じて，各分野の専門家や有識者から意見を聴取することや

意見聴取の対象者を公募する場合であっても，対象者を様々な条件を満た

す者に限定すること■も何ら問題とすべき事柄ではない。そのような中で．

∴上記（1）．ィ，けL aに述べたような公益目的の実現を目指すタウンミー

ティングを実効性あるものにするために．国民の意見を広く聞くことが必

．要であり，かかる目的のた桝こは．多数の希望者から抽選で参加者を決定

するに際しては．これを無作為に行うことが適切と考えられるのである。

したがって∴抽選の方法の間照怯，飽くまで一　国民からの意見聴取という

行政日的実現のために適切かという観点から考えられるべき問題であっ■て，

国が．応募者の抽癌を行うに当たって個別の国民ゐ権利に配慮すべき汝的

義務を負うものではなく，個別の国民との関係で，その職務上の注意義務

違反が間犀となることはない。

エ　控訴人らの主狼に対する反論

（ア）被控訴入国の粗当者が作為的な抽連を行った理由は仁披控訴入国軋

共催者やある相披控訴入京都市とともに，文化力TMイン京都の主催者

として．イベント会場の管理やイベントの再滑な運営等を確保する責任

を負うものであっ車ところ，革都市粗当者（松浦氏）から，控訴人蒔田

直子及び同朴洪室について．「参加応募者の中に，他のイベントにおい

て，会場内でプラカードを掲げ，指名されなくても大声を発するなどし

牢ことがある者及甲その昔と関係がある．と見られる者が応募してい

る。」，r（それは）蒔田・直子氏と朴洪垂氏である。」旨の情報提供を受け

るなどしたことから．，小学生を含む子どもが多数参加を予定していた文

化カTMイン京都において，控訴人蒔田直子らにより同様のイベントの

＿9＿
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連行妨害や混乱等のトラブルが引き起こされ，それが子どもらに悪影響

を及ぼすことを強く懸念したからであり．（伊佐敷尋問調書21ページ），

この点，原判決も，「子供たちが参加する文化力TMイン京都において，

大声を発したりして，抗誇活動が起これば，子供たちが萎縮して発言で

きなくなるなどすることで，イベントを進められなくなるという事態を

回避するためJであっ車と正当に判断しているところである（原判決2

6－　32ページ）。　　　　　　　　　　　つ

これに対し，控訴人らは，伊佐敷氏が作成したメモ（甲第4号証等）

を根拠に，r発言を封じる意図や．後日に情報令開請求をさせないよ・う

にする目的も併存していたと推認しうる」（控訴理由書4ページ）．「原

草朴を排除し，博学を開示した目的は，本件TMの振乱を防ごうとした

ものではなく，原告朴に対する民族的偏見　差別意識に基づいたもので

あったことは明らかである。」（控訴理由補充書11ページ）などと主張

する。

しかしながら．被控訴入国としては．繰り返し述べるように，指名さ

れなくても大声を発するなどして会場を混乱させることを防ごう，とした

にすぎないのであり，通常の方法での発育を封じる意図享一切有してい

なかったものであるし．また，博．軸公開請求は，タウンミーティングに

参加したか否かに関係なく何人もが請求できるものであるから，情報公

開請求させないようにする・ために落選させたという「推認」は，何ら根

拠のあるものではない。また．甲第4号証のメモの作成経緯については．

原審における被告国第4準備書面19，20ページに述べたとおりであ

り」「牢日本大韓民国民団の支団長」といった記載も，主催者としての

対応を検討する前提として，その時点で伊佐敷氏が入手し得た情報を

「経歴」として記載したものにすぎず，そのような記載部分があるから

といって．その記載に着目して作為的な抽選を行ったことが当然に推認
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されるわけでもなく，かかる記載部分の存在をもって「民族的偏見，差

別意識に基づいたものであったことは明らか」とするのは，理論の飛躍

も甚だしいといわざるを得ない。

（イ）また，控訴人らは，河合隼雄元文化庁長官が出盾した京都市教育相鼓

総合センターでの開館1周年イベントでのトラブルにおいて．控訴人蒔．

田直子は大声を発しただけであるしト挫折人朴洪室はr心の教育はいら

ない！市民会議」とは全く無関係であるなどとして．被控訴入国の担当

者は誤った事実を前掛こ判断している旨主張する（控訴理由補充書6ペ

ージ以下．8ページ以下等）ム

被控訴人国側の担当者である伊佐敷氏は，河合隼雄元文化庁長官が出

席tた京都市教育相談総合センタMでの開舘1周年イベントでのトラブ

ルについて，その「方の当事者である京都市教育委員会（松浦氏）から，

控訴人蒔田直子及び同朴洪室が．他のイベントにおいて，会場内でプラ

カードを掲げ．指名されなくても大声を発するなどしたことがある者及

・ぴその者と関係があると見られる者である旨の情報提供を受けたわけで

あるが，他方の当事者である控訴人声田直子ら（r心の教育はいらな

い！市民会議」．側）に事実関係を確認することはできず，また▲響轟に

照会しても回答を得られる．ものでないことから，伊佐敷氏自身が，控訴

人蒔田直子が「心の教育はいらない！市民会誌」・の連絡先として氏名・

電話番骨を公表しており，松浦氏の説明に対応する京都市教育相談総合

センターでの開館1周年イベントも公表されていた「心の教育はいらな

い！市島会議」のホームページを確認するなどの方法で．枚浦氏から捷

供を受けた情報の裏付けを得たものである。

なお，控訴人らlも　最高裁判所平成18年2月7日第三小港廷判決を

引用し，「事実誤認に基づいてなされたか否かが行為の違法性に影響を

及ぼす」旨主張するが’（控訴理由書8ページ）ト同最高裁判所判決は二

－11＿
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行政裁量が静められる行為に関する，行政行為としての適法性判断につ

いて，「その裁主権の行使が逸脱濫用に当たるか否かの司法審査におい

ては，その判断が裁量権の行使としてされたことを前提とした上で，そ

の判断要素の選択や判断過程に合理性を欠くところがないかを検討し，

その判断．が，重雫な事実の基礎を欠くか．又は社会通念に冊らし著しく

夢当性を欠くものと認められ恵壊合に限って，裁章権の逸脱又は濫用と

して違法となるとすべきものと解するのが相当である」旨判示したもの

であって，国腑鞍上の違法性判断に■っいて判示したものではな早。国膣

法上の違法性判断は，上記アで述べたように，行皐時を基準にして，個

別の国民に対して負う職務上の法的義務に違背したか香かによって判断

されるべきであり．客観的な事実誤東の有無が直接的に違法性判断に影

響を及ぼすものではない。

（ェ）さらに，控訴人らは．r子供たちが参加する文化力TMイン京都にお

いて，大声を発したりして－抗議活動が起これば，子供たちが萎縮して

発音ができな■くなるなどすることで，イベントを進められなくなろとい

う．事態を回避するため了という目的が琴定できたとしても，幡弟な薙

輪が熱を帯びて会場内で大声が轟せられることは想定内というべき」と

して，かかる目的の正当性は否定されると主張する（控訴理由書4ペ」

ジ）。

しかしながら，敏捷訴人国は；単に，指名を受けて発言する際に大き

な声を出すといった確度の事態ではなく，指名を受けなくても大声を発

・したり，プラカードを掲げるなどの抗議帯動が行われ，イベントの進行

が妨害されるような事態を想定し，それを回避しようと．したものである

旨主謀したのであって．原判決が判示するところも同趣旨であることは

明らかである．

’控訴人らの上記主張は」被控訴入国の主温　さらには原判決の判示内

－12－
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容を正解しない主張であって，央当である。

（3）」、括

以上検討したと串り，本件に率いてI被控訴入国の公務員に控訴人らに対

す争職務上の法的義務違反はなく，また，控訴人らには何ら権利（津益）侵

害は生じていない。．

したがって，文化力TMイン京都におけるナM重担当者が実施した抽選方

法が，被控訴入国の共錘するタウンミーティングの運営方法として不適切で

あったと・いえるとしても．そのことが同タウン・ミーティングにおける個々の

応募者の被控訴入国に対する国家脇償請求を基礎づけるものではない。

3　プライバシー侵害に係る主張について

（1）・被控訴入国の主張

被控訴入国の公務旦（伊佐敢氏）が’；共催相手であった京都市教育委員会

の担当者（松浦氏）に対し．応募者のリストを送付した行為について．文化

■力TMイン京都の円滑かつ安全な運営を囲るという曝書を果たすた桝こ行っ

たことであり，何ら■職務上の法的義務に違反するものでなく，プライバシー

権の痩害も存しないこいは，原審における被告国最終準備書面17づ－ジ以

下等に述べたとおりである。

すなわち．被控訴入国と相被控訴入京都市は文化カTMイン京都を共催す

る関係にあり，いずれも鱒イベント主催者として－イベント金塊や管理やイ

ベントの円滑な運営等を確保する責任を負うものであるから，その前提とな

る応募の状況などに関する情報の共有は必要であり．当然に簡められるべき

ものであって，合理的な職務遂行と評価し得るものである。

（2）控訴人らの主張に対する反論．

ア　控訴人ら札被擦訴人国と相被控訴入京都市との間で情報の共有がされ

たのが．相被控訴入京都市が共催となった平成17年11月11日以前で

あった点を問照視する（控訴理由補充書14，■15ページ等）。
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しかしながら，正式な手頃を経て共催が最終的に決定されたのは11月

7日であるものの，それ以前から，開催会場の．選択や子どもたちの文化芸

術活動の企画等を京都市教育委員会が行うなど，・共催とすることを前提に

準備を進めており，実質的には共催関掛こあったと認められるから，本件

文化力TMイン京都の円滑な実施のために応募状況に関する情報を共有す

ることは何ら間矧はないア

イ　また，痩訴人らは，最高裁判所平成15年9月12日第二ノ」、法廷判決が．

「本件個人情報の秘匿性の程鼠開示による具体的な不利益の不存在．・開

示の目的の正当性と必要性などの事情机　上記結論を左右するに足りな

い凸」と判示した部分を引用し，原判決が指播■した①個人情報の秘直の程

・度が低いことト②開示した目的が正当であることJ③開示め相手方が共催

相手であること，④個人情報の収集方法が相当性を逸脱していないことな

どの事情は，プライバシ一便春の遵法性を否定する理由にはならない旨主

張する（控訴理由書9，1・0ページ）。・

しかしながら。控訴人らが引用する上記最高裁判所判決の判示は，当該

事件の個別判断として判示された部分であって，一般的に，同判決が指掃

する「個人情報あ秘匿性の程度」．憫示による具体的な不利益の不存在」．

「開示の目的の壷当性」．「開示の必要性」などの事情が一プライバシー侵

害の違法性を否定する事情にはなり得ない旨述べたものではない。

むしろ，同判決は．「個人情報の秘匿性の硬度」等の事情が，プライバ

シー侵害の違法性の判断において考慮されるべき・である旨判示したのであ

って（亘の幸で当該事件における上記の事情については「プライバシ†侵

害が違法で’ぁる旨の結給を左右しなレ1」旨判示したものである∴同様の

・事情を考慮してプライバシい侵害の違法性判断を行った原判決の判断手法

に何ら閉居はないというべきである。

4●その他の主張について
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（1）控訴人らは一「原判決楓　r原告の子どもらを巻き込まれたものであり■，原

告らの精神的苦痛は一層大きい」という原告らの主張に全く触れず，判断遺

脱の違法がある」旨主張する（控訴理由補充書16ページ）．

しかしながら，原判決吼権利侵事の有無に関する判断を先行させ，これ

を否定したのであるから，加えて控訴人らの主張する損害（精神的苦痛）？

大きさ．程度について判断しないのはむしろ当然であって，判断遺脱に当た

らないことは明らかである。

（2）また，控訴人らは，ト審原告らが精神的損害を被ったことが明らかで．

園も非を認めて謝罪している以上，本件の争点は本来，損害の程度（規書

額）のみめはずであった。」と主張するが（控訴理由書14．ページ），かかる

主張は，一審の経過を省みず，国家賠償訴訟の何たるかを理解しない暴翰で

あるといわざるを得ない。・

上記2，（2㌦　中等で述べたとおり，被控訴入国は．作為的な抽選を行っ

たことがタウンミーティングの趣旨に照らして適切でなかったことは認める

ところであるLlまた．関係者に対し「タウンミーティングの抽選に関する

お詫び」と題する書面（乙A第17号証）を送付するなどしたことは事実で

あるが．圏賠法上の賠償責任を認めたものでl享ない。国脾法に基づく損害賠

償請求である以上．訴訟において，権利侵害が認められるか，個別の控訴人

と申関係で被控訴入国の公務員に職務上の法的義務違反が革められるか，金

銭をもって償うべき損害の発生が認められるかといった，国廊法1粂1項の

要件判断がされるべきは当然である。

第3　結語

以上のとおり，本件控訴に理由がないことは明らかであり，いずれも棄却さ

れるべきである。
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